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タイは,第 2次世界戦争後,東南アジアだけでな く, 広 く全世界の低開発国のなかで,人口
の爆発的増加にもかかわ らず, 1人あた り国民所得が順調に増大 しているとい う意味で, 注目
に値する｡ 低開発国経済発展のす ぐれた国として,CaseStudy の対象にさえなりうる｡
ここにまず, この国のおどろくべき人口増加の統計を示さなければならない｡ タイで,はじ
めて国勢調査の行なわれたのは1929年,この年の総人口は 1,150万人であった｡ 第2回国勢調
査の1937年には 1,446万人,ついで戦後1947年いち早 く行なわれた 第3回国勢調査は 1,744万
人になった｡ しか し,この戦前か ら戦中にかけての18年間の平均増加率は約 2.4%であった｡
ところが,戦後,さらに急激に人口が増加しはじめ,第 4回国勢調査の1960年には2,639万人,
さらに1964年推定では2,970万人 となった｡ 第 1回か ら第 3回国勢調査にいたる戦前 ･戦中の
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･}イC])戦後の経折成長は また,低闇発国 として∴こ, まことに rlざま しい ものがあ る｡ ノミンコ
クへ1年 あ るいは2年ぶ りに訪れ る旅行者は, 二J)郡会L))み ちか えるよ うな発展ぶ りに驚か さ
れ るにちがいない｡バ ンコクにか ぎ らない｡ 地方 の小 郡会 も同 じく,すぼ らしい発展を示 Lて
表 1 タイの人口動向,1929-1964年 (単位 :1,000人)
人目1,000人あた り
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いる｡ 地方の交通,通信事情 も,いち じるしく改善されている｡ 農民の生活 もよくな り, とく
に, その消費パターンの変化 (た とえば, トランジスタ-ラジ*,パーマネン トウェ-ブの導
入)は, 目をみは らせ るものがある｡
このいわば 主観的な観察や 印象は, この国の経済統計によって数字的, 客観的に確認され
る｡1951年か ら国民所得統計が 作成 されている｡ われわれは実質国民所得の動 きを つ か むた
め,1956年 価格基準のタイの実質国民総生産 (GNP) の動 きをみ る｡1951年の総額が 309億
Bahtであったが,12年後の1963年には 642億 Bahtになった｡すなわち,名 目的でな く実質的
に 107.9%の増加,つまり2倍あまりに増大 している (表 2参照)｡年平均実質成長率は 6.3%
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タ イ の 終 演 発 展 ,i_農 難
たしかに, タイの経済成長率は め ざましい｡ たとえば, わが国の経済協力自書によると,
1962年の ≪発展途上国 (developingcountries)参 の総生産は1958年-に くらべると18%増加し
●●
たが,この間人口は10%増加 したので, 1人あた り生産ののびは4年間で8%, 年率 1.9%で
3)
ある｡ これに対応するタイの数値は,総生産は37%増加,人口は13%増加,したが-〕て1人あ
た り生産は 4年間で24%,年率 5.5%でのびている｡
このタイの経済成長率の高いことの理由は,後進国経済開発論としても, きわめて興味ある
4)
課題だ｡わた くLは,低開発国一般に くらベ タイの経済成長率が 高いことの理由として,つぎ
の諸点をあげたい｡











(Ⅴ) 工業化の促進---これには 1960年の産業投資奨励法 (PromotionofIndustrialIn-
vestmentAct)にもとづ く外国腎本の導入の効果がきわめて人きい｡戦前には精米場と製材場
しかなかったのだ｡
(vi) 農業での多角化 (diversification)の発達---これは, J｢)ちに詳諭される｡ この多f(i
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間の所得較差が拡大 していないか どうかとの点である｡ 事実,階層的にみて, ごく少数の富裕
家族の存在,産業部門間の農業と農外部門との所得較差, あるいは地域的に東北 タイの貧窮｡
この所得分配較差が経済成長にともなって,ますます拡大 しつつある｡ ただ, これを全面的に
示す調査数字がえられないのは遺憾である｡ 別の機会に論 じたいと思 う｡
第2は, このような所得の上昇率を示 しつつも, 1963年の1人あた り国民所得は97ドルとい
う低さにある｡ 国民所得統計の開始された1951年には,58ドルとい うおどろくべき低さにあっ
た (表 3参照)｡ このように所得が低かったために, 所得の上昇率が高かったともいい うる｡

































































タ イの 経 済 発 展 と 農 業
表4 東南アジア諸国の1人あたり国民所得,1953,58,63年 (単位 :ドル)
国
ビ ノレ
カ ン ボ ジ ア
インドネシア
マ ラ ヤ 連 邦
フ ィ リ ピ ン
シ/ソガポ-ル
タ イ




国 連 本 部
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タイが農業国だと規定される重要な理由は, 国民のほ とん どが農村に住んでいることにあ
る｡ 事実,1960年の国勢調査に よると, 人口170万の Bangkok-Thonburiにつ ぐ市 (二City,










8) R.L Pendleton,Thailand:AspectsofLandscapeandLife.New York,1963.p.134.
9) InternationalBank forReconstruction andDevelopment,A PublicDevelopmentProgramfor
Thailand.Baltimore,1959.p.33.
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すると推定されている｡ 国勢調査によると, 有業者人口の うち農業従業人口の 占める比率は
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第 1に,農業の場合,家族従業者の比率が高いことである｡ また,若年従業者の うち農業従
業者が忙倒的に多い｡たとえば,1960年センサスで,ll-14歳従業人口の うち農業就業者は92
%を占めている｡ はたして, これ ら家族従業者や若年従業者を一人前の有業人口と見るかどう
かは疑問だo Lかし,す くな くとも, これ ら家族従業者や若年従業者を含むた鋸 こ,農業従業
者比率が高まっていることは事実 とみてよい｡
第 2に,農業人口率が高いとい-つても, 同時に農業従業者が農外部門に兼業 している事実が
無視されてはならない L, この兼業化についての推定は容易でない｡ 地域的に異なるL,また経
営形態や経営規模によ-つても相違がある｡ これについての調査は部分的にしか行なわれておら
10)
ず,全国的調査ほいまのところみ られない｡ ただ,かな り高い兼業率であることが留意さるベ
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小 計 作 物 畜 産



















































ll,667.2 2,260.5 1,032.5 1,316.7 731.2
12,842.6 2,066.7 859.9 1,309.7 537.3
13,316.9 2,067.9 904.5 1,285.1 649.4
15,518.5 2,159.5 992.1 1,337.2 763.1
15,735.2 2,369.1 1,322.6 1,372.6 841.4
16,386.5 1,592.1 1,448.6 1,524.0 967.9
17,433.5 2,260.7 1,804.0 1,515.9 1,032.0
38.5 4.3 2.2 5.1 1.9
32.8 4.2 2.2 4.7 1.9
32.3 4.4 2.2 4.6 1.7











100.0 36.7 28.6 3.5
100.0 35.6 28.9 2.5
100.0 35.1 27.2 3.0
208.3 167.6 170.9 168.3
















との較差はいよいよひろまってきた｡ これには, timelag問題もあるが, タイ国経済の産業
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世界銀行の調査では,′畏業がタイJ)国民所得cJ)なかばを生むと報告 している｡ ところが, メ
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%を, また交通通信 ･商業 ･金融不動産業 ･建物所有 ･公共管理国防 ･サービス業などの第 3
次部門は実に GDPの46%近 くを占めている｡ だが,製造業の多 くは農産物の加工業 (たと
えば精米) であり,輸送のかなりの部分は農産物のそれであり,商業のうちの大きな部門は農
産物のとりあっかいにあてられている｡ いわば,農産物の加工流通過程にあずかる農業関連産
業 (agribusiness)が, この第2次 ･第3次部門のいずれにわたっても, きわめて重要なので
ある｡ 同時に,国民の80%を占める農民の経営上ならびに家計上の需要が, 第2次 ･第3次部
門において, はたす役割もいちじるしく大きいと, 見なければならない｡ GDP構成におい
て農業部門が30%しかないことから, タイ経済における農業のウェイ トが判定されるべきでな




ておきたい｡ (i)タイでは農産物庭先価格が国際水準に くらべてきわめて低い｡ 他方,工業
生産物 (電力 ･水 ･交通通信などの公共生産物も含んで)の価格はきわめて高い｡ その結果,
農業部門の所得が相対的に低 くなる｡ (i)国民の大部分を占める農家が消費する家計仕向け
の飯米は,米の庭先価格以下に評価される｡ また,農家消費の野菜 ･果実 ･畜産物 ･魚など自
給用生産物は,きわめてネグリジブルな評価 しか うけていない｡ したがって,もしこれらの数





もっていることがある｡ すなわち,タイの貿易では古 くから,米 ･ゴム ･スズ ･チ-クが輸出
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の四大柱をな してきていた｡ まさしく一次産品輸出の国である｡
タイの貿易について留意すべ きは, 第1に 戦後国際収支の OveralBalance としては,連
隼黒字をつづけてきていることである｡ すなわち,1948-51年の黒字は出超のためであった｡
1952年以降,経済開発のためJ)急激な輸入の増加にともない,貿易は終始入超をつづけた｡幸に,
輸入のかな りの部分が外因, とくに アメリカと世界銀行か らの贈与 と借款でまか なわれた｡
(たとえば,1951年以来19(32牛木に いたる贈与 と借款は年平均約 1,061百万 Bahtに逢して 巨
リ,輸入/gjFiU)約 8%にあたる)〕そJ欄 課 , OveralBalanceは,19()2年には 12.7億 Baht,
1963年には9.5億 Baht,1964年には 14.4億 Bahtにのぼる｡ そのために,外貨保有は毎牛増
加 L,1963年末には 11.0億 Bahtに達 し,同年の輸入額の11カ月分に相当 している｡ この国際
収支の特徴 こそタイ経済の安定と発展のための重要な基盤である｡
第 2には,貿易量のいちじるしい増大である｡ 表 6に示されたように,輸出だけを見ても,
1947年にわずか 9.7億 Bahtだったのが,1964年には124.5億 Bahtに達 している｡ もちろん,
この間の物価上昇を考慮にいわなければならないが, 名 目的にいって,過去17年間に13倍にな






第 3には,タイの輸出貿易のほとんどが農産物であることである｡ 農産物 (林産物を含めて)
以外の主要輸出品は スズだけであ り, 輸出総額の90%近 くは農産物が 占めている｡ この意味
で, タイ経済を支えるものは農業であるといってよかろう｡
第 4に, この商品別輸出について戦後,いちじるしい構造的変化がみ られた｡ まず,かつて
四大輸出品のひとつでありたチ-クの輸出が絶対的にも減少を しっづけている｡ もはや,チー
クは主要輸出品としては, 米 ･コム ･トオモロコシ ･スズ ･タピオカ ･ケナフについで第 7位
にまでさが-)てお り,今後ます ますさがるであろう｡ スズの輸出量 もほぼ停滞 してお り,その
輸出額は全輸出額に くらべ,相対的低下をつ づけ てい る｡ 米も, ほぼ,それと同じ傾向にあ
る｡ かつては,米だけで輸出総額の50%を古めたが, 輸出高が 150万 トンか ら100万 トン近 く
までさが リ,米の輸出減退がひ じょうに憂慮された｡ しか し,1963年には豊作に恵まれ,1964
年の輸出量は飛躍的に 193万 トンに急増, また1965年 も, 170万 トン以上の輸出が予想されて
12)
いる｡米の輸出減退についての危根は,楽観説にと一)てかわ られつつある｡ とはいえ,米の輸
出量は絶対的には増加 してゆ くとしても,輸出総額にliめる比率は, 相対的に減少 Lてゆ く｡
(た とえば,さきに指摘 した 193万 トンとい う記録的輸出をとげた1964年, 米の輸出額の輸出
総額に占める比率は35.8%｡ こ′頼 こたいし, 136万 トン輸出した1953年には実に64.9%をLli
12)Sunthorn経済相の新聞記者会見での発表 (BangkokWorld,Oct･5,1965)
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表8 タイの輸出の商品別構成比率 単位 :形






































タ l 0) 宗萎済 発 展 L_農 サー































加 ･相対的減退とい う範噂に属する｡ これにたいし, トオモロコシをはじめ,タピオカ,ケナ
フな どは,絶対的にも相対的にも急激な増加をみている｡ とくに, トオモロコシは,1957年に
10万 トンしか輸出されなかったのが,1964年の輸出量は77万 トンに増加 している｡ これ らのタ
イの畑作物の急激な生産増加,輸出増大は, タイ農業の多角化として特筆されるべきである｡
いいかえると,タイの輸出は米を中心とする農産物輸出ではあるが, 米以外の畑作物輸出が絶
対的にも相対的にも増加 し,農業生産構造の変化に対応して, 輸出構造もまた急激に変化 しつ
つあるのである｡
(4) 経済成長における農業
1951年か ら1963年にいたるあいだに,タイの実質 GDPは 108%の増大をみている｡ これは
年率に して 6.0%であ り,開発国としては,かなり高い値であることは, さきに指摘 したとこ
ろである｡
この12年間のGDPの増加率を見ると,農林水産業部門は 67.6%,鉱業部門 85.1% となる｡
ところが,第 2次産業の製造業 127%,建設業 282%,電力給水業 837%となり, さらに第 2
次産業の交通通信業 304%,商業 118%,金融不動産業 491%,公共管理国防 228%, サーヒ
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わた くLは,いまタイの経済開発の戦略として,農業開発か工業開発か, どちらに priority
14)
を置 くかは,たやす くいえないと思 う｡ しかし,この産業部門別成長率を検討 し,開発戦略を
考える場合,つぎの諸点が注意されなければな らない｡
第 1に,非常に高い経済成長率を示 している部門は,概 してGDPの構成比率が小さいとこ
ろである｡ たとえば,農林水産業部門についで構成比率の高い商業 ･製造業の成長率はかなら
ず Lも高 くはない｡
第 2に,非常に高い経済成長率を示す交通通信 ･建設 ･電力給水などほ, 外国の贈与 ･借款
などの援助に負 うところが,きわめて大きい｡ 製造業 ･商業の成長率には,外国企業の進出が
あずかって大きな役割を演じている｡
●●●
第 3に,これ らの外国の援助なしに, いわばじまえで,68%の成長率をもった農林水産業部
門は,たとえその成長率が他の部門に くらべて劣るとはいえ, その ≪自主性≫ が評価されな
ければならない｡
第 4に,さきに述べたように,農業関連部門を含めるとき, ここにあげられた農業部門の成
長率 よりも,はるかに高い成長率をもつことになる｡ いいかえると, 108% とい う全産業部門




















タ イ 03轟茎済 発 展 と 虚 器
役割が重視されなければならないと思 う｡
とくに,経済開発戦略 としては,農業部門のみならず, 農業関連産業部門をふ くめての,広
義の農業部門の経済構造における重要性をかんがみるとき, どうしても農業部門に priorityが
おかれざるをえな くなる｡ とくに,経済開発 といっても,国はそのための基礎条件の育成にあ
たる｡ したがって,濯概 ･道路 ･通信 ･電力 ･給水などに国家投資が行なわれようが, 工業部
門はむ しろ産業投資奨励法だけで十分である｡ 工業部門は基礎条件を育成 し,外資導入をはか
れば,おのずか ら成長す るものとみてさしつかえない｡ これにたい し農業部門は, とくに基礎
条件の育成以外に国の援助が必要である｡ ここでは,サ トウキビ栽培以外,外資導入,あるいは
合弁事業は考え られない｡ この点,農業部門 と工業部門はいちじるしく異なる｡ しか も,農業
部門の成長はそれ以上に非農業部門の成長をもた らすのである｡ さらに,農業部門に priority
をお くことによって, 農業部門と非農業部門間の 1人あた り所得較差の拡大傾向をふせ ぐこと
が,ある程度まで,可能である｡
タイのような場合,すなわち自由主義経済を基調 とし,経済的政治的安定をもち, しかも外
資導入,合弁経営が最も円滑にはこんでいる場合, 国家資本 (外国か らのタイ国政府-の資本




タイは,サ リット政権のもと,1959年 7月に国家経済開発庁 (NationalEconomicDevelop-
mentBoard)を設立,総合経済計画に とりかか り, 1961年 1月か ら,1961-66年 6カ年計画
に入った｡ しか し, この計画期間は, これを正確にい うと,第 1期 2カ年 9カ月 (1961年 1月
1日～1963年 9月末) と,第 2期 3カ年 (1963年10月1日～1966年 9月末) とか らなる｡ だか
ら,6カ年でな く,正味 5カ年 9カ月になったのは, 財政年度が1961年に従来の暦年度 と同じ
であったのが,10月1日～9月30日にあ らためられ, 1961年財政年度は9カ月になったためで
ある｡ また, 2期にわけ られたのは,前期の実績でもって, 後期の計画を修正 しようとの意図
に もとづ く｡ これは,もちろんタイ経済政策の漸進的,現実的な性格の反映である｡
この6カ年計画は 1人あた り国民所得の最低年率 3%の上昇をね らう｡ ところが,人口増加
の年率は,およそ3%であるか ら,全国民所得最低年率 6%の上昇が計画の基本目標 となる｡
(2) 前期計画における農業部門
前期 2カ年 9カ月の実績はすでにあらわれている｡ これについては,全体 として計画 目標が
達成された といわれている/八 LかL,基本 日標である国民 1人あた り所得年率 3%増加 とい
う観点か ら, この実績を検討 してお こう (表 9参照)｡
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表9 タイの1人あたり国民総生産 (GNP)の動向 (1959-63年.1956年価格基準)
1962




2,032Baht 2,042Baht 2,077Baht 2,228Baht
O.5% 1.7% 7.2%





には 2,228Bahtとなる｡ したがって, この満 3カ年間に1人あた り実質国民総生産に9.6%
の増加が見 られたわけであり,これは平均年率2.8%となる (表9参照)｡ したがって,実質固
民所得も, はばこの年率でもって上昇 したものとみてさしつかえないか ら, 1人あた り国民所











この農業増産 目標 と成果についての表10に示されているように, 1962年に1963年 目標がほぼ
達成された｡
この表で明らかなように,
(i) 米は1961年に計画 目標をこえ, 1963年には天候にも恵まれて計画 目標を実に 140万 ト
ンこえた ｡
(ii) トオモロコシほ,1962年に66.5万 トン,1959年の生産高の倍とな り,1963年には 目標
を7%こえた｡
(iii) タピオカは,1963年に220万 トンとな り, 目標のほほ倍近 くなった｡
(iv) ゴムは,1961年にすでに目標をこえ,1963年には目標より7%大きくなった｡
- 18-
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表10 タイの6カ年経済開発計画の前期における農業部門の目標と突績
年次 米 トオモロコシ タピオカ(千 トン) (千 トン) (千 トン)
1959 6,770
1960 7,834
実 績 1961 8,247
1962 9,254
1963(A) 9,500







317 1,083 174 163 1,050
544 1,222 171 154 1,112
598 1,726 186 106 1,177
665 2,077 195 123 1,220
675 2,200 198 100 1,286
634 1,250 185 130 1,270
106.5 176.0 107.0 76.9 101.3
出所 :TheNationalEconomicDevelopmentBoard,NationalEconomicDeZJelopmeniPlan,1961-
1966,SecondPhase:1964-1966.Bangkok,1964.p.59.
(V) チ-クは減産 目標 よりさ らに低い生産を示 したが, その他の木材 とくに Yangwood
●●
の順調なのびで,カバーされ,かい して,林産は停滞的である｡
これを総括す ると,農業部門にかんす るかぎり, 増産 目標 は完全に達成され た といってよ
い｡それがはた して政府の政策手段によるか どうかは,た しかにひ とつの問題であるが, これ
は.のちに検討す る｡
前期について注意すべきは, 農業開発のた め の基礎条件を なす 濯概事業が技術的条件に劣
り,対外借款に時間がかかったために, いち じるしく計画よりお くれた ことである｡ Yanhee
ダムは,1964年に完成されたが,まだ擢詐狛こは利用されていない｡ 前期には, KhangKajan,
Lampow,LalTIPraplerng および Mae Tang の瀧潅ダム事業は進行中であった し, Mae
Klong と Nam Nan計画は準備段階にあった｡ また,大 ChaoPhraya計画は1963年に入 っ
て,は じめて 70万 raiの面積を対象 とす る支線水路建設事業が着手 された (図 2参照)｡ した
が 一)て,前期の農業増産 と政府の濃蘭建設事業 とは,無関係にあった｡ しか も濯概事業 こそ経
済開発計画の支柱をな していることを指摘せ ざるをえない｡
(3) 後期計画における農業部門
後期 3カ年計画は,それがスタ- トした1964年 1月に発表 された｡ したがって,計画の設定
は前期のなかば ごろに行なわれたのであ り, 前期の実績をまさしくふまえた うえのものでない
15〕









































急激な増加 (1965年の 3,000万が1982年には 5,000万にな り, しかもそのとき15歳以下人口が
40%を占めるとの予想),失業者の増大, 農業における不完全雇傭, 労働の低生産性,資本の
高費用,自然資源の荒廃が指摘される｡
この条件下において, 後期 3カ年は,国民所得の年率 6%, 1人あた り国民所得の3%の増
加を目標 とし,しかも分配の適正をはかろうとする｡
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にかけて, 年率4%をこえる増加をみたが, む しろこれは天候に恵まれた非正常 的状態 と考
え,後期においてほ,ひかえめな目標として, 成長率を3%とするが,できれば,政策手段の











このような政策 目的として,農業産出高, 輸出高の増大にかぎっていないことは注 目に値 し




農業産出高の増産目標 (Targets)は, 表11にかかげるところである｡ これを主要生産物別
に見ると,
(i) 米は1954-63年は年率 1.5%,1959-63年は 2.4%で増加 してきたが, 1.5%の増産率
が,とくに濯概条件改善 と栽培技術改良のため,つつくものとして, 1966年末 目標を950
万 トンと推測した｡ ところが1963年はすでにこの目標が突破された｡ これは天候に恵ま
れた豊作のためである｡950万 トンは平年作において達成 したい目標となる｡ 輸出は 150
万 トンとする｡
(ii) 1955年にはゴム栽培面積 350万 rai,raiあた り生産 60kgとし,21万 トンを目標とし
た｡国内需要を 1万 トンとみて,輸出目標を20万 トンとする｡
(iii) トオモロコシはその産出高が急増 したが,増加率はさがるものと予想する｡ その理由
は,海外需要量増加の限界と輸出国間の競争, 他方 トオモロコシ栽培地域の地力減退｡
したがって,1966年の産出高は75万 トソ, うち4万 tソを国内消費とする｡
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価格が有利でないかぎり,1966年の生産 目標は,1961年実績より25%減産の20万 トン,
そのうち5万 トンが国内消費 と見込まれる｡
(Ⅴ) タピオカについては,欧米市場の需要がなおつづ くとすれば,1966年には220万 トン
(タピオカ生産物として66万 トソ)を生産 目標とする｡ この目標達成は,施肥されるか
どうかにもかかわる｡
(vi) 豆類は,増産の潜在的可能性が大きいが, 海外市場 と価格条件とによって目標達成の
いかんが左右される｡
(vii) ヒマもまた増産の可能性が大きい｡




(Xi) サ トウキビは,現状維持の400万 トンを目標とする｡ 輸出の可能性はほとんどない0
(Xii) ココヤシは需要可能性が大きく,160万 トンを目標とする｡
(Ⅹiii)家畜の増産率は低 く,む しろ品質改善を目標とする｡
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ケナフ･ジュート
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これらの目標達成のための政策手段 (Measures)として,つぎの諸項目があげられる｡
















(i) 濯海浜水防禦一 前期に濯概面積は 40万 rai増加し,1963年の擢瀧面積は1,040万rai







が要請される｡ そのため,地域試験場を KhonKhaenと Chainatに設けることを計画
している｡ そのほか,高度研究機関としての国立農業技術研究所,また特殊試験場とし
てゴム研究所,米作保護研究所の構想がある｡
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(iv) 畜産の振興一 畜産については,量よりも質の改善を重視する｡ 混合農業の発展を日
的とし,外国市場-の輸出の発展をねらう｡ 前期末には家畜試験場10,人工授精場9,
アヒル交配試験場2, 家畜栄養飼料試験場 5, および Muak-Lekのタイ ･デソマ-ク
共同酪農試験場が設けられたが,後期はさらに3つの試験場新設,TaPraと Chainat
両試験場を地域農業セソクー-改組拡充する｡





(vi) 協同組合- 協同組合は無限責任信用組合から出発 した｡ 現在,農家の8%しか信用
組合に加入していない｡購買販売組合はあまり発達せず, 土地組合も成功しているとは
いえない｡今期は,とくに大 ChaoPhraya計画にむすぴつけ,この計画地域農家の10
%までを土地組合員に組織する｡ 他方, 信用組合連合会を5つ以上設立する｡ また,
CooperativeBankを AgriculturalCreditlnstitutionに改組拡充する｡
(vii) ゴムの再植計画- 1961年の勅令 ゴム農家助成法によって, ゴムの再植が奨励され,
2カ年で 8万 rai再植, 1962年暴風の被害を うけた 10万 raiに優先権が与 え られてい







から,経済開発計画といっても,国家が強い統制力をもって, 経済開発を促進 ･運営してゆ く
とい うものでない｡
第2, したがって,国民所得年率 6%, 1人あたり3%の増加とい う基本 目標も, これをあ
げるために部門別の成長率が正確に計画されてはいない｡ いいかえると,この基本 目標は,む
しろルーズな努力目標といったものである｡ あるいは,6%の目標達成のために, どうするか
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計画だけである｡ Privatesectorについては触れ られていない｡
第 4, しかも, この政府事業計画は各省の計画を とりまとめたものである｡ もちろん,国家
●●●






注 目されなければならない｡ 農業生産の3%の増加は,第 2次 ･第 3次部門のい くつかの部門
千,それ以上の高い成長率を結束す ることがあ りうる｡ 産業連関表的考え方でもって,はじめ
て, この国の農業部門の経済開発におけるウェイ トが明らかにされよう｡ にもかかわ らず,こ
の考え方は計画に採用されていないのだ｡
最後に,第 6として,経済開発計画は所得配分の是正を提唱 しなが ら, 具体的にそのための
Programmeはぜんぜん考えられていない｡ タイの経済の特質は,さきに触れたように,所得
較差の国民階層間,産業間および地域間に大 きいことであ り, しかも, この所得較差が経済開
発の発展 と ともに拡大されている｡ 経済開発計画が具体的に, なんら, この問題を とりあげ
ず,ひたす ら国民所得増大の面のみをね らってお り, その結果,較差拡大の方向にみちぴぃて
いることは,十分に注意されなければならない｡
なお,農業部門における計画について,つぎの点を付言 しておきたい｡ 農業が実際には個別






いかなる国の農業開発を とりあつか うときも,農業開発の視点か らの, その国の農業の特質
が明らかにされなければならない｡ タイ農業の基本的特質に, 低開発国農業に広 く共通的に見




業 (濯概 ･-イウェイ･鉄道 ･港湾建設)を主とする｡なお,農業関係では,農産物増産 (肥料 ･労
働節約機械 ･支線水路),米の価格安定および農業金融制度が構想されている｡農産物増産に3,000万
Bahtがふりあてられ, 米価安定にはすでに4,000万 Baht支出されたが, これはこんどの計画では
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粗放性 ･米作の卓越性は, かならず Lも低開発国農業に見られ るとはか ざらないが, 低生産
●●●




が大きいことがあげられる｡ しかし,東南アジアは,モンスーン地帯に属しながら, 広 く共通
的に,全面積あた り,とくに耕地両横あた り, さらに正確にいうと可耕地面積あた りの人口密
度が小さい｡≪旧開国>,の中国やインド･パキスタ./とは異なった≪新開国),なのである (表
12参照)｡
タイもまたそ うだ｡人口密度は 1km256人で,日本の約 1/5である (図1参照)｡ この ≪新
開国≫ の特徴は土地利用の粗放性 となってあらわれる｡ すなわち,1962年の農業統計によると
(表13参照), この国の全面積 51.3百万haのうち,耕地面積は 9.6百万ha,すなわち耕地面
表 12 東南アジア諸国の人口密度
k9欝 i 面 積 ちk-LbfD= jI 耕地面積 耕驚警u oDOha
ブ ル ネ イ l 93千人
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弓農 用 林 地
農 用 雑 地
森 林 ･放牧地
湿 地 ･湖 沼
退路その他上兼分類
合 計
37 0.071 192 0.18
123 0.22r 369 0.35






56 0.10 1,754 1.64 1,032 0.90
3,617 6.46;25,108 23.59i27,600 23.98




3,013 6.8 7 3,934 1.2 3
4,863 11.08. 6,209 1.9 3
1
398 0.91㌔ 8,361 2.60
ll,377 25.93(60,038 18.68/
524 1.191 5,346 1.6 7
1










積は全面積の18.7%にす ぎない｡ この国の地形が平坦な ことや, 降雨に恵 まれ て い る こ とを
19)
考慮にいれ ると, この耕地率は十分な土地利用が行なわれていない ことを示唆す る｡ タイでは
いまだ,土地利用 としては,外延的耕境の前進段階にあって,内延的耕境前進, あるいは単位
面積あた り集約度増大にない ことを思わせ る｡ 事実, 後述す るように, 1900年代か らタイの
米作面積が飛躍的に増大 し (これ こそ タイ の 人口増加, 経済発展の最 も重 要 な 支 柱 で あっ
た), また過去 10年間に トオモロコシ ･ケナフ ･タピオカな どの畑作物の作付両軍が爆発的に
拡大 された｡ さきに指摘 した ように,経済開発計画に よると, ｢1963年の農用地は総画精の 22





の耐容限界 (limitoftoleralCe) は作物によって非常に異なる｡ そのため, 熱帯作物には赤道を中
心とする南北限界や高度限界がある｡ これらの限界は,ゴム･ココア ･コーヒー ･茶 ･ココヤシ ･油








1962.) したがって,未墾可耕地の推測をはじめ,農業生産の潜在的可能性 (potentialities) の検討
にさいしては,n然条件のこの制約的側面も考慮にいれなければならない｡
- 27-
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表 14 米の作付面積の変遷 (1850年から)単位 :100万 rai
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り増大 しなかった), この国の爆発的な増加を見た 人口がまかなわれたのである｡ タイでは栄
が国民の主食であるが,副食物がきわめて貧弱であ り,米に代替する穀物を欠き, さらにエン















輸出高は最低の1954年の100万 トンから最高は1964年の 193万 トンにまたがっている｡ その総
輸出価額に占める米輸出価額の比率も非常に異なり, 1953年のように65%に達したこともある
が,最低は1960年で,30%をわっている｡ しかし,全体として,漸減の傾向にある｡ 戦前は 5
割をこえていたのにたいし,1960-64年の最近 5カ年平均では34.4% となっている(表 8参照)｡
第4に,国民主食を形成するとともに, 少くとも総輸出額の1/3を占めるだけに,米の生産
高は農作物生産高の約 40-50%を占め, さらに国内総生産 (GDP)の約 10-15%を占めて
いる｡もちろん,この比率の年によっての変動は大きく, しだいに減少しつつあるものの,最
近の1959-63年 5カ年平均では,農作物生産高の41.4%,GDPの12.1%にあたる｡
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(3) 農業における低生産性
低開発国の農業をつ うじて共通的に低生産性が指摘 され る｡ それは,かな らず土地生産性が
低いこと,がい して労働生産性が低いこと, さらに, ときには, 資本生産性が低い ことも意味
する｡
低生産性は,あ らゆる農業生産に見 られるが, とくに卓越作物であ り, しか も統計の精度が
比較的高い米を例に とって考えようO
米作の土地生産性は, laあた り収量で も-つて あらわ される｡ この各国別比較については,
FAOの ProductionYearbookの数値が利用される｡(ち-)とも, この Yearbookの数値の正
確度は国によ-)て非常に異なることを念豆酎こいれなければならない｡)haあた り収量を1958/59
-1962/63年の 5カ年平均でみると, 日本では籾で 4,910kgあげているのにたい し, タイでは
1,400kg,すなわち日本のそれの 28.5%にみたない｡
この haあた り数量の国別比較は,なかなか興味がある｡ 7ジ7諸国は 3グル-7にわかれ
る ｡ 第 1は 日本,第 2は 日本の haあた り収量の約60%前後のEl本の 旧植民地である台湾 と朝
鮮,そ して第 3グル-フは 日本の haあた り収量の約40-30%前後で, マラヤ ･ベ トナム ･イ
























































































までさが り,1960年平均でやっと223kgまで, とりもどしている｡ しだがって,タイでは低生
産性だけでな く,反収の下降あるいは低い上昇現象が問題になる｡ (もちろん, この傾向はも
っと吟味される必要があり,のちに改めて検討する｡1963年,64年,65年 とつづ く豊作はこの




万人,この年の米の生産高は 1,017万 トソ,したがって1人あたり1,826kgの生産となる｡ こ
の年は豊作であったので, 平年ではこれより低いこと, また米は農業部門における生産の1/2
を占めること,米の庭先価格の低いことを考慮にいれるとき,米作部門, さらに農業部門にお
ける労働生産性の低さが うかがわれよう｡ (たとえば1963年の籾の庭先価格を kgあたり0.70
Bahtとすると, 1人あたり生産高は 1,278.2Bahtとなる｡ 1人あた り農業生産高をその倍 と
すると,約 2,500Bahtとなる｡)
なお,米につ ぐ重要な作物は ゴムであるが, ゴムの haあた り収量がマラヤのそれの 1/2以
下であることは,この国の農業にとって大きな問題となっている｡ また,最近にわかに生産の






されるところである｡ たしかに,その不完全雇傭のために農業所得が低 くなる｡ しかし,これ
からの発展方向として, 不完全雇傭のために農業の集約化 ･多角化による雇傭機会の増大,あ
るいは経済成長のための労働力の農業か ら第2次 ･第 3次産業部門-の流出がありうる｡ この
意味で,低開発国農業における不完全雇傭はプラスとマイナスの双方の面をもつ ｡
タイ農業における不完全雇傭の調査はほとんど行なわれていない｡ ここにきわめて興味ある
数字が,1953年の農業経済調査か ら得 られる｡ これによると, 1戸あたり農業従業家族負数は
28)
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年間 100日とい う労働 目数は,水田農家の場合,十分に推察され うる｡ 水稲作のために投下
される労働はきわめて単純である｡ 5月下旬か ら7月にからすで苗代 ･本田の耕起 ･整地 ･田植｡
そのあとは収穫まで,ほとんどなにもせず,11月の刈取 りのあとは, 12月か ら3月ごろにかけ
て,ゆっくりと脱穀,調整を行な う｡
しかも, この農業経済調査によると, 水田農家の経営面積は平均 25rai, ほとんどすべてが
水田単作で,裏作をもつ農家は全農家の12%にすぎず, 1戸あた りの裏作面積は裏作農家の経
営面積の10%にとどまる｡ 全体 として見ると裏作面積は全水田面積の1%にしかすぎない｡水
田以外はごく僅かの家庭菜園, ときには, バ ナナ ･パパイヤの多年性果樹がわずかあるだけ
だ｡家畜 としては,農家の45%しか陳を飼わず,(1戸あた り平均 1.57頭),83%しか家禽を則
28J
っていない (1戸あた り平均18羽)0
この調査か ら明らかなように,い くらかの島外作業はあるものの, 全体 としてタイの農家労
働力は不完全雇傭の状態におかれてある｡
●●●
(5) 農業における流通 ･信用機関のお くれ
●●●
低開発国農業の共通的な特徴 として, 農業における流通 ･信用機関のお くれが指摘される｡
しかし,タイの場合において, これをそのまま文字 どお りに受取ってはならない｡
●●●
第 1に流通機構のお くれをい う場合,普通は,流通費がかさまり, いわゆる中間搾取の大き
いことを暗黙の うちに意味 している｡ ところが タイの場合,その主産物の米にかんしては,中
間商人であ り同時に精米業者である流通担当業者の機構が, かな り効率的に組織されている｡
したがって,中間コス トは必ず しも高 くない｡(たとえば,籾の庭先価格が トンあた り900Baht
のとき,集荷 ･精米をあわせての トンあた り費用は 100Baht, さらに卸売価格と小売価格との
差街も トンあた り100Bahtにすぎない｡庭先価格に くらべ小売価格は20%程度高いだけであ
る｡)む しろ,流通機構については, それが華僑に独占されているところに問題がある｡経済
的な意味での中間搾取はあまり問題にされえない｡
第 2には,このように米や ゴムについて流通機構が比較的よく整備されているが, 新作物 と
して トオモロコシ ･ケナフなどについては流通機構が整備されておらず, 貯蔵施設もいちじる
しくおとる｡
第3に,むしろ問題 となるのは, 米について課せ られている高率の輸出税 とフレミアムであ




最後に,流通 ･信用機構のお くれ として問題 となるLr)は, 農家負債である｡ さきの1953年
29)
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Baht(これは農家平均所得の8%)であった｡ただ,中央部平原では,この比率が高 くなり,
さきに対応する比率は35%と29%となっている｡ したがって,タイ全体 としてみるときには,
農家負債はそれほど大きな問題でない｡ 農地制度が全体 としては問題 とされなかったことに似
ている｡ この点,低開発国農業において, 小作制度が卓越し,流通上の中間搾取が大きく,農





タイ農業開発の基本方向は, 第 3節で述べた国民所得の年率 6%の増加を目標とするタイ経













した り,農業部門-の労働力の追加供給をはばんだ りする国内での第 2次 ･第 3次部門の急速
な開発が期待できないからである｡)
まさしく増産開発が基本方向である｡ それは具体的には, 第 1に主産物である米の増産,節
2に米以外の畑 ･樹園作物の開発増産,いいかえると農業生産の多様化 (diversification),さ
らに第 3には有畜混同農業 (mixedfarming)の発展があげられる｡ しかし,混同農業は地域
的に見てとくに東北部に適してはいるが,その実現可能性 も, その緊急必要度も,さきのふた
つに くらべるといちじるしく低い｡ ここでは,東北部における混同農業の可能性 とこれからの
必要性 とを指摘するにとどめる｡ いいかえると. 増産の基本方向は,米と米以外の畑 ･樹園作
物とに限定し, しかも,このふたつの方向は区別して検討されなければならない｡
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ぐ1) 米の増産開発
米は, くりかえし述べるように,この国の国民の主食物であ り, また輸出o)大宗である｡ 米
についての問題は,いかにして,国内において3%をこえる増加率をもつ人口を養い, なおか
つ輸出余剰をたもちつづけ うるかとの点につきる｡ しかも国際商品としての米は,世界的人口
増加と,これにかろうじて追随 している生産とい う需要供給関係から, 最も価格が安定し,将
来性のもてる輸出品なのである｡ だから,米の輸出の絶対的減少はい うまでもな く,相対的減
少すら,タイ経済発展の制約的要因となるO
なかったにもかかわ らず,235万 トン, すなわち総生産高の51%が輸出にあてられた｡ とこ
ろが,戦後,生産はのびたが, 人口増加のために輸出はU)びていない｡ すなわち1959/196O-ノ
1963/1964-1年-の5カ年平均の籾の総生産高は844万 トンにな-'たのにたいし,1960-1964年の5












均増産率の目標を 1.3%とした｡ いわば,米の増産にたいする一種の悲観論が横行 していたの
●●
であった.｡その根拠は生産ののびの悪いこと, ことに反当収量が漸減してきていることによる｡
しかし, 米の総収量ならびに反当収量が1957/58年を底として, ぐんぐんのびてきたこと, と
りわけ1963/64年,1964/65両年の豊作のため, これまで米につきまとっていた悲観論にとって
かわって,その将来-の楽観論が強まってきた｡ 1920年代からの反収の減少,1950年代初期か
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たとえば,その代表的作物として トオモロコシがあげられよう｡ 1950年には トオモロコシは
タイでは,とるにた らない作物で, 当時その栽培面積は全耕地両横の1%を占めなかった｡と
ころが1964年には,それが10%に近いと推定され,生産高はこの期問に 2.7万 トンか ら実に98
万 トンに増加している｡ しかも, トオモロコシほ国内ではほとんど消費されないから,その生
産高の90%から95%は輸出にあてられている｡ この トオモロコシの急激な増産の理由として,
つぎの諸点があげられよう｡ 第 1に日本を中心とする海外市場における需要｡ 第 2には, これ
に対応しうるだけのタイ農業の増産の潜在的可能性｡ 第 3には.タイ政府の トオモロコシ輸出
奨励｡ (たとえば輸出 トオモロコシの品質確保のため, 政府は1960年輸出規格法によって,輸
出 トオモロコシには規格品質証明書が通関にさいし提出され ることを要求した｡)さらに第 4
に, 日本市場におけるタイ産 トオモコロシの相対的な低廉｡ (たとえば, 1960年前半期に, ト






カ年平均 と1961-63年の3カ年平均を比較 して, ここ10年間の動きを見る (表17参照)｡ この
期間は農産物全体 としては67%の増加を見る｡ この うち,米は,決 して悲観さるべきでない証
●
拠として,56%のびている｡ (これは平均年率 4.5%にあたる｡) しかし,米以外は,78%のの
●
ぴを示 していることは留意すべきだ｡ GDPの絶対額も,増加率も大きいものとして注 目すべ
きは, トオモロコシ ･タピオカ ･ケナフ ･カポック･ニンニク･サ トウキビであ り, 増加率は
それほど大きくはないが絶対額の依然大きいのは,ココヤシ ･トオガラシである｡
いいかえると,過去10年間のタイ農業の多角化の方向-の発展は, まことにめざましい｡こ
れ ら米以外の農産物は, 第 1に トオモロコソ･ケナフ･タピオカ ･ココヤシのような輸出用,
第 2にタバコ･サ トウキビ･ワタのような輸入阻止用, 第 3にニンニク･トオガラシのような







表17 タイにおける農産物生産価額の1951-53年平均と1961-63年平均との比較 単位 :100万Baht
1951-53年平均 1961-63年平均
実 数 (A) 比 率 実 数 (ち) 比 率
米 5,243
コ ム 1,491
コ コ ヤ シ 618
サ ト ウ キ ビ 151
トオモロコシ 44















































































































んの増産- しかも品質の改良と価格の安定 と低下 とに結びついた増産- が望ましい｡




は地域的に中央部平原 ･北部 ･東北部 ･南部にわかれている｡ さらに,地域分化 としては,中
央部平原か ら東南部を分離させることがよかろう｡ この本質的に分化 している農業地域におい
て農業発展を,それぞれの地域の特性に応 じて分化発展させてゆ くことが望ましい｡
これについて,現実に, 第 1に不適地-の新作物の発展の傾向 (たとえば トオモロコシ･ケ
ナフの場合に見られる),第 2に作物面積の前年価格-の誤れる対応のはなはだしいこと(した
浴-つて,年々の作付面積の変動のはげしいこと) との 2点が指摘されなければならない｡ いい
- 37-
東 商 ア i7ア 研 究 第3巻 第5号
かえると,地域的にも,時間的にも,新作物の導入発展が自由放任されており, なんらの統制





6 む す び







成長に負 うところが大きい｡ 今 日まで,はた して,この成長が国家の意図的な政策の結果であ
るかどうかは疑問である｡ む しろ,かなり高度の自由放任的政策のもとに, これだけの成長が
できたと,いえないわけでもない｡もちろん,国家の土地基盤整備, とくに翫濯排水事業や,
交通通信などの広義の建設事業が農業開発を促進 した効果は大きい｡ しか し,農民それ自身の
横極的な増産意欲と能力こそ,今 日までの成長をささえたものである｡ この点, しば しば看過
されているようだが,わた くLは農民の自主的な意欲と能力とを高 く評価 したい｡
タイ農民の自主的な意欲と能力とについて, わた くLが とくに強調したいのは, しば しば
り農民は現状に満足 してお り, なんら発展-の意欲がない 日 という誤れる見解が横行している
からである｡ しか し, これはまったく現実の動向を無視したものだ｡ ここ10年のタイ全土にわ










タ イ の 経 済 発 展 と 農 業
かろ う｡ しか し,いずれにせよ,いまやタイの農村 ･農民は自主的に変わ りつつあるのだ.
Lたが-)て,これか らの問題は, この農民の自主性を促進して ゆ く条件を国家が整備拡充す
ることにある｡ いわば,開発のための外部的条件を与えることである｡ あるいは,農民の自主
性を阻止する条件をのぞ くことにある｡
これ らの諸条件の現実的分析が,わた くしの本稿につづ く課題となる｡
(1965.12.6.バンコクにて)
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